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�愛媛県規則第４１号
生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改正する規則

生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（昭和３２年愛媛県規則第３９号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号中「及び別表第２」を「から別表第３まで」に改め、同条第２号中「生活資金及び」を削り、「住宅資金」の

下に「及び長期生活支援資金」を加え、「医師」の下に「、弁護士、不動産鑑定士」を加え、「並びに学識経験者」を「、学

識経験者等」に、「生活福祉資金運営委員会」を「貸付審査等運営委員会」に改め、同条第３号中「別表第１」の下に「及び

別表第２」を加え、「及び別表第２」を「並びに別表第３」に改める。

別表第１中「生活福祉資金（」の下に「長期生活支援資金及び」を加え、同表第１号中「修学資金」の下に「、緊急小口資

金」を加え、「、生活資金にあつては低所得者世帯又は障害者世帯とし」を削り、「高齢者」という。）の属する世帯をいう

。以下」の下に「この表において」を加え、同表第２号の表更生資金の部技能習得費の項区分の欄及び同項限度額の欄を次の

ように改める。

知識及び技能
を習得する期
間（以下「習
得期間」とい
う。）が６月
を超えない場
合

９１８，０００円以
内

１，０６８，０００円
以内

習得期間が６
月を超え３年
以内の場合

上欄に掲げる
額のほか、６
月を超える期
間につき月額
１５３，０００円以
内

上欄に掲げる
額のほか、６
月を超える期
間につき月額
１５３，０００円以
内

別表第１第２号の表更生資金の部備考の欄	中「経費」の下に「並びにその習得期間中の生計を維持するために必要な経費
」を加え、同部同欄中「特別の」を「法令等において、習得期間を６月以上と定めている」に改め、「原則として」を削り、

同表障害者更生資金の部障害者技能習得費の項区分の欄及び同項限度額の欄を次のように改める。

習得期間が６
月を超えない
場合

９１８，０００円以
内

１，２４８，０００円
以内

習得期間が６ 上欄に掲げる 上欄に掲げる
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月を超え３年
以内の場合

額のほか、６
月を超える期
間につき月額
１５３，０００円以
内

額のほか、６
月を超える期
間につき月額
１５３，０００円以
内

別表第１第２号の表障害者更生資金の部備考の欄	中「経費」の下に「並びにその習得期間中の生計を維持するために必要
な経費」を加え、同部同欄中「特別の」を「法令等において、習得期間を６月以上と定めている」に改め、「原則として」を

削り、同表生活資金の部を削り、同表福祉資金の部限度額の欄中「３，７４４，０００円」を「４，２７２，０００円」に改め、同部すえ置き

期間の欄中「同上」を「６月以内」に改め、同表修学資金の部修学費の項国立又は公立の高等学校の目１年生に就学する者の

節限度額の欄中「１７，０００円」を「１８，０００円」に、「２２，０００円」を「２３，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「

１７，０００円」を「１８，０００円」に、「２２，０００円」を「２３，０００円」に改め、同目３年生に就学する者の節同欄中「１６，０００円」を「１７

，０００円」に、「２１，０００円」を「２２，０００円」に改め、同項私立高等学校の目１年生に就学する者の節同欄中「２９，０００円」を「３０

，０００円」に、「３４，０００円」を「３５，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「２９，０００円」を「３０，０００円」に、「３４

，０００円」を「３５，０００円」に改め、同目３年生に就学する者の節同欄中「２８，０００円」を「２９，０００円」に、「３３，０００円」を「３４，０

００円」に改め、同項国立又は公立の高等専門学校の目１年生に就学する者の節同欄中「２０，０００円」を「２１，０００円」に、「２１，５

００円」を「２２，５００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「２０，０００円」を「２１，０００円」に、「２１，５００円」を「２２，５００

円」に改め、同目３年生に就学する者の節同欄中「１９，０００円」を「２０，０００円」に、「２０，５００円」を「２１，５００円」に改め、同目

４年生に就学する者の節同欄中「４０，０００円」を「４１，０００円」に、「４６，０００円」を「４７，０００円」に改め、同目５年生に就学する

者の節同欄中「３８，０００円」を「４０，０００円」に、「４４，０００円」を「４６，０００円」に改め、同項私立高等専門学校の目１年生に就学

する者の節同欄中「３１，０００円」を「３２，０００円」に、「３４，０００円」を「３５，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中

「３１，０００円」を「３２，０００円」に、「３４，０００円」を「３５，０００円」に改め、同目３年生に就学する者の節同欄中「３０，０００円」を「

３１，０００円」に、「３３，０００円」を「３４，０００円」に改め、同目４年生に就学する者の節同欄中「４８，０００円」を「４９，０００円」に改め

、同目５年生に就学する者の節同欄中「４６，０００円」を「４８，０００円」に改め、同項国立又は公立の短期大学の目１年生に就学す

る者の節同欄中「４１，０００円」を「４２，０００円」に、「４７，０００円」を「４８，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「

４１，０００円」を「４２，０００円」に、「４７，０００円」を「４８，０００円」に改め、同項私立短期大学の目１年生に就学する者の節同欄中「

４９，０００円」を「５０，０００円」に、「５６，０００円」を「５７，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「４９，０００円」を「５０

，０００円」に、「５６，０００円」を「５７，０００円」に改め、同項国立又は公立の大学の目１年生に就学する者の節同欄中「４１，０００円」

を「４２，０００円」に、「４７，０００円」を「４８，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「４１，０００円」を「４２，０００円」に

、「４７，０００円」を「４８，０００円」に改め、同目３年生に就学する者の節同欄中「４０，０００円」を「４１，０００円」に、「４６，０００円」を

「４７，０００円」に改め、同目４年生に就学する者の節同欄中「４０，０００円」を「４１，０００円」に、「４６，０００円」を「４７，０００円」に改

め、同項私立大学の目１年生に就学する者の節同欄中「５０，０００円」を「５１，０００円」に、「６０，０００円」を「６１，０００円」に改め、

同目２年生に就学する者の節同欄中「５０，０００円」を「５１，０００円」に、「６０，０００円」を「６１，０００円」に改め、同目３年生に就学

する者の節同欄中「４９，０００円」を「５０，０００円」に、「５９，０００円」を「６０，０００円」に改め、同目４年生に就学する者の節同欄中

「４９，０００円」を「５０，０００円」に、「５９，０００円」を「６０，０００円」に改め、同部就学支度費の項私立の高等学校又は高等専門学校

の目自宅通学の節同欄中「２３０，０００円」を「２４０，０００円」に改め、同目自宅外通学の節同欄中「２４０，０００円」を「２５０，０００円

」に改め、同表療養・介護資金の部区分の欄及び同部限度額の欄を次のように改める。

負傷又は疾病
の療養をして
いる期間（以
下「療養期間
」という。）
が１年を超え
ない場合

１，５０６，０００円
以内

１，６８６，０００円
以内

療養期間が１
年を超え１年
６月以内の場
合

２，３０４，０００円
以内

介護給付の対
象となる介護
サービスを受
ける期間（以
下「介護サー
ビス受給期間
」という。）
が１年を超え

１，７３６，０００円
以内
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ない場合

介護サービス
受給期間が１
年を超え１年
６月以内の場
合

２，３５４，０００円
以内

別表第１第２号の表療養・介護資金の部備考の欄�中「を必要とする期間が原則として１年以内の場合に限る。）」を「に
必要な経費のうち、１年（特に必要と認められる場合は、１年６月）以内の期間に係るものに限る。）及び療養期間中の生計

を維持するため」に改め、同部同欄�中「必要な経費を負担することが困難であると認められる期間が原則として１年以内の
場合に限る。）」を「介護サービスを受けるのに必要な経費のうち、１年（特に必要と認められる場合は、１年６月）以内の

期間に係るものに限る。）及び介護サービス受給期間中の生計を維持するために必要な経費」に改め、同部の次に次のように

加える。

緊急小
口資金

５０，０００円以内 ４月以
内

２月以
内

緊急小口資金とは、低所得
世帯に対し、次の理由により
緊急的かつ一時的に生計の維
持が困難となつた場合に貸し
付ける少額の資金をいう。
� 医療費又は介護費の支
払等臨時の生活費が必要
なとき。

� 給与等の盗難又は紛失
によつて生活費が必要な
とき。

	 年金、保険、公的給付
等の支給開始までの生活
費が必要なとき。


 火災等被災によつて生
活費が必要なとき。

別表第１第４号を次のように改める。


 貸付利子

据置期間後年３パーセントとする。ただし、修学資金及び療養・介護資金の貸付金については、無利子とする。

別表第１第９号１中「必ずしも」を削り、同号中２を３とし、１の次に次のように加える。

２ １にかかわらず、緊急小口資金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人を必要としない。

別表第２第１２号１ア中「（昭和２５年法律第２２６号）」を削り、同表を別表第３とし、別表第１の次に次の１表を加える。

別表第２（第２条関係）

長期生活支援資金の貸付基準

� 貸付対象

資金の貸付けの対象となる世帯は、次のいずれにも該当するものとする。

ア 資金の貸付けを受けようとする者（以下この表において「借入申込者」という。）が単独で所有している不動産（同

居の配偶者が連帯借受人となる場合は、配偶者と共有している不動産を含む。）に居住している世帯であること。

イ 借入申込者が居住している不動産に賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利又は抵当権その他の担保権が設定

されていないこと。

ウ 借入申込者が居住している不動産に配偶者又は借入申込者若しくは配偶者の親以外の同居人がいないこと。

エ 借入申込者の属する世帯の構成員が原則として６５歳以上であること。

オ 借入申込者の属する世帯が地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が課されていない程度の低所

得世帯であること。

� 貸付期間

貸付元利金（貸付金及びその利子を合計した金額をいう。以下同じ。）が貸付限度額に達するまでの期間とする。

	 貸付限度額

借入申込者が現に居住している建物及び土地（以下「本件不動産」という。）のうち、土地（以下「本件土地」という

。）の評価額に基づき定める額とする。ただし、１月当たりの貸付額は、原則として３０万円以内とする。


 貸付方法

原則として３月ごとに交付する。

� 貸付元利金の償還期限

愛 媛 県 報平成１５年４月８日 第１４４６号

４２３



資金の貸付けに係る契約（以下「貸付契約」という。）の終了時とする。

� 貸付利子

１ 各単位期間（初回の貸付金の交付日の属する月から起算して３６月ごとの期間をいう。以下同じ。）中の貸付金の総額

ごとに、当該単位期間の最終日（当該単位期間の途中で貸付けを停止した場合は、当該貸付けの停止の日）の翌日から

当該貸付金の償還期限までの間の日数に応じ、計算して付するものとする。

２ 貸付利率は、年度ごとに、年３パーセント又は当該年度の４月１日（その日が金融機関の休業日の場合は、その翌営

業日）における銀行の長期プライムレートのいずれか低い方を基準として定める率とする。


 延滞利子

１ 資金の貸付けを受けた者（以下この表において「借受人」という。）が定められた償還期限までに償還金を支払わな

かつたときは、当該償還期限の翌日から支払の日までの日数に応じ、その延滞した元金につき年１０．７５パーセントの割

合で計算した延滞利子を徴収する。ただし、当該償還期限までに支払わないことにつき、災害その他やむを得ない事情

があると認められるとき、及び償還のためにする本件不動産の換価に日時を要すると認められるときは、この限りでな

い。

２ １により計算した延滞利子がこれを徴収するのに要する費用に満たないと認められるときは、当該延滞利子を債権と

して調定しないことができる。

� 償還の担保措置

１ 借入申込者は、社会福祉協議会のために本件不動産に根抵当権を設定し、登記をするものとする。

２ 借入申込者は、本件不動産に関し代物弁済の予約に応じ、所有権移転請求権保全のための仮登記をするものとする。

３ 借入申込者は、その推定相続人の中から連帯保証人１人を立てるものとする。

４ 連帯保証人は、借受人と連帯して債務を負担する。

５ 連帯保証人の責任は、借入申込者が本件不動産に設定した根抵当権の極度額を限度とする。

６ 借入申込者は、貸付契約を締結することに関し、その連帯保証人以外の推定相続人の同意を得るよう努めるものとす

る。

� 土地の再評価

１ 社会福祉協議会会長（以下「社協会長」という。）は、単位期間ごとに本件土地の再評価を行うものとする。

２ 社協会長は、滅失、損壊その他の事由によつて本件土地の価値が著しく減少したおそれがあると認めるときは、本件

土地の再評価を行うものとする。

３ 社協会長は、１及び２により本件土地の再評価を行つた場合において、必要があると認めるときは、借受人に対し、

貸付限度額の変更を求めるものとする。

� 契約の終了

貸付契約は、次のいずれかに該当するときに終了するものとする。ただし、�の規定に基づく貸付契約の承継が行われ
た場合は、この限りでない。

１ 借受人（連帯借受人がいる場合は、借受人及び連帯借受人）が死亡したとき。

２ 社協会長が貸付契約を解約したとき。

３ 借受人が貸付契約を解約したとき。

� 貸付契約の承継

１ 借受人が死亡した場合であつて、次のいずれにも該当するときは、借受人の配偶者は、借受人の死亡後３月内に限り

、社協会長に対し貸付契約の承継を申し出ることができる。

ア 当該配偶者が従来借受人と同居していたこと。

イ 当該配偶者が本件不動産を単独で相続し、及び本件不動産に係る所有権移転登記をしていること。

ウ 当該配偶者が本件不動産に引き続いて居住する予定であること。

エ 借受人に係る貸付元利金が、２の規定に基づく本件土地の再評価による評価額により算定した貸付限度額に達して

いないこと。

２ 社協会長は、貸付契約の承継の申出があつたときは、本件土地の再評価を行うものとする。

３ 貸付契約の承継に当たつては、配偶者は、�の規定の例により、償還の担保措置を講じるものとする。
� 償還金の支払猶予

１ 借受人が災害その他やむを得ない事情のため、定められた償還期限までに償還金を支払うことが著しく困難になつた

と認められるときは、借受人又は連帯保証人の申請に基づき借受人又は連帯保証人に対し償還金の支払を猶予すること

ができる。

２ 借受人が死亡した場合であつて、その配偶者から承継の申出があつたときは、貸付契約の承継の決定をするまでの間

、当該配偶者の申請に基づき償還金の支払を猶予することができる。

３ 償還金の支払を猶予した場合であつても、借受人が仮差押え、仮処分、強制執行若しくは担保権の実行としての競売

又は破産若しくは再生手続開始（以下「破算等」という。）の申立てを受け、又は破産等の申立てをしたときその他必
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�愛媛県告示第８８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第１項の

規定により、大久保山土地改良区の大久保山ダムの管理規程

を認可したので、同条第４項の規定に基づき、当該管理規程

の概要を次のとおり公告する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 貯水、放水又は取水に関する事項

� 貯水に関する事項

ダムの満水位は標高２１４．０メートル、低水位は標高１

９０．４メートルとする。

� 放水に関する事項

ア ダムからの放流は、洪水時を除き毎秒１．０５７立方メ

ートルを超えてはならない。

イ ダム管理者（以下「管理者」という。）は、ダムか

らの放流によって、下流の水位に著しい変動を生ずる

と認められるときは、愛媛県知事、城辺町長、御荘警

察署長に通知するとともに、サイレン又は警報車によ

り、一般に周知しなければならない。

	 取水に関する事項

ア かんがい期間は、水田補給水にあっては、６月１日

から９月３０日まで、畑地かんがい用水にあっては通年

とする。

イ かんがい用水のためのダムからの取水は、秒間最大

取水量０．３３５立方メートル、年間総取水量は、９４万７

千立方メートルを基準とする。

２ その他管理規程に記載されている事項

� ダムの操作、点検及び整備に関する事項

ア 緊急放流ゲートは、放流を行うとき又は点検整備を

行うときを除き、常に閉塞しておくものとする。

イ 取水塔バルブは、必要に応じて開け、常に貯水位か

ら１０メートル以内の水深にある水を取水するよう操作

するものとする。

ウ 管理者は、堤体、緊急放流ゲート及びバルブ（以下

「ゲート等」という。）、ゲート等を操作するために

必要な機械及び器具、警報、通信連絡及び観測に必要

な設備、管理のために必要な車輌並びにこれらの操作

のために必要な資材を常に良好な状態に保つための整

備及び点検を行わなければならない。

� 緊急事態における措置に関する事項

ア 管理者は、松山地方気象台から関係地域に対して降

雨に関する注意報又は警報が発せられたとき又は洪水

が予想されたときは、洪水警戒体制をとらなければな

らない。

イ 管理者は、洪水警戒体制をとったときは、職員を呼

集して担当部署に配置し、次の各号に掲げる措置をと

らなければならない。

� 松山地方気象台、城辺町、その他関係機関との連

絡並びに気象、水象に関する観測及び情報の収集

� 最大流入量、洪水総量、洪水継続時間及び流入量

の時間的な変化の予測

� その他ダム操作に関し必要な措置

ウ 管理者は、かんばつの恐れがあると認めたときは、

原則としてダムからの放流を停止し、取水に関する節

水計画を立て、著しい用水不足を生じないよう努めな

ければならない。

	 その他施設の管理に関し必要な事項

ア 管理者は、気象について天気、気温及び降雨量等並

びに水象について水位、放流量及び取水量等を定期的

に観測しなければならない。

イ 管理者は、毎年低水位時に１回又は洪水の直後で必

要があると認めたときは、ダムの堆砂状況を調査しな

ければならない。

ウ 管理者は、堤体及び取水塔等に設置された測定機器

により、堤体の変位、堤圧漏水量等について調査又は

観測を行わなけれならない。

エ 管理者は、ダム管理日誌を備え、次の各号に掲げる

事項を記録しなければならない。

要があると認めるときは、支払の猶予を取り消すことができる。

� 償還金の支払免除

やむを得ない理由により償還金を支払うことができなくなつたと認められるときは、当該償還金の償還未済額の全部又

は一部の支払を免除することができる。

� 費用負担

本件土地の評価（再評価を含む。）、担保物権の登記、本件不動産の処分その他の契約費用は、借受人が負担するもの

とする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（適用期日）

２ 改正後の生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（以下「改正後の規則」という。）は、次項に定めるものを除き、平

成１５年１月２８日から適用する。

（経過措置）

３ 改正後の規則別表第１第２号の表の規定は、平成１５年１月２８日以後に貸付決定される更生資金、障害者更生資金、福祉資

金、修学資金及び療養・介護資金について適用し、同日前に貸付決定された更生資金、障害者更生資金、生活資金、福祉資

金、修学資金及び療養・介護資金については、なお従前の例による。
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� ア、イ及びウによる調査又は観測の結果

� ダムの状況及び点検整備に関する事項

� 緊急時における措置に関する事項

� ゲート等の操作を行ったときは、操作の理由、操

作の時刻、開度、取水量又は放流量

� その他ダムの管理に関する事項

�������
�愛媛県告示第８８５号
城川町から協議のあった町営土地改良事業（農業用道路整

備事業・田穂地区）の施行は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用道路整備事業・田穂地区）

計画書の写し

� 城川町土地改良事業分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１５年４月９日から５月８日まで

３ 縦覧場所

城川町役場

�������
�愛媛県告示第８８６号
城川町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水

施設整備事業・田穂地区）の施行は、適当と認められるので

、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項に

おいて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり

関係書類を縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・田穂

地区）計画書の写し

� 城川町土地改良事業分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１５年４月９日から５月８日まで

３ 縦覧場所

城川町役場

�������
�愛媛県告示第８８８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、北条市役所にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

北条市

北条市辻６番地

代表者 市長 井手順二

北条市北条８７３番地

２ 埋立区域

� 位置

北条市磯河内甲２５４番１地先から同所甲２５５番４地先

までの公有水面

� 区域

次の１点から２３点までを順次直線で結んだ線並びに２３

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

３．５６メートル）の陸と公有水面との接する線により囲ま

れた区域

基点（国土地理院四等三角点、勧第１７号久保）は、北

緯３３度５６分１１．１８４２秒、東経１３２度４６分５．３４６６秒の地点

１点は、基点から真北２２８度５２分１８秒８４０．８８メートル

の地点

２点は、１点から真北２０１度１９分４１秒１０．２０メートル

の地点

３点は、２点から真北１１１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

４点は、３点から真北２０１度１９分４１秒３．１０メートルの

地点

５点は、４点から真北２９１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

６点は、５点から真北２０１度１９分４１秒１１．８１メートル

の地点

７点は、６点から真北１１１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

８点は、７点から真北２０１度１９分４１秒３．１０メートルの

地点

９点は、８点から真北２９１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

�愛媛県告示第８８７号
家畜商法（昭和２４年法律第２０８号）第７条第１項の規定により、平成１５年４月８日次の者の家畜商の免許を取り消した。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録番号 登 録 年 月 日 現 住 所 氏名（又は名称） 生年月日 又は設立
年月日 取消理由

第４５０号 昭和３７年１２月１日 新居浜市萩生２０７４番地 飯 尾 節 雄 昭和９年４月２８日 申請による
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１０点は、９点から真北２０１度１９分４１秒１１．９７メートル

の地点

１１点は、１０点から真北１１１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

１２点は、１１点から真北２０１度１９分４１秒３．１０メートルの

地点

１３点は、１２点から真北２９１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

１４点は、１３点から真北２０１度１９分４１秒１２．０３メートル

の地点

１５点は、１４点から真北１１１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

１６点は、１５点から真北２０１度１９分４１秒３．１０メートルの

地点

１７点は、１６点から真北２９１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

１８点は、１７点から真北２０１度１９分４１秒１１．８５メートル

の地点

１９点は、１８点から真北１１１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

２０点は、１９点から真北２０１度１９分４１秒３．１０メートルの

地点

２１点は、２０点から真北２９１度１９分４１秒１．００メートルの

地点

２２点は、２１点から真北２０１度１９分４１秒２６．５４メートル

の地点

２３点は、２２点から真北１１５度３４分５６秒２２．７７メートル

の地点

	 面積

１，９９８．７２平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和６３年１２月２６日 愛媛県指令河第１０５６号

４ しゅん功認可年月日

平成１５年４月８日

�������
�愛媛県告示第８８９号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、弓削町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１５年４月８日

弓削港湾管理者 愛媛県

代表者 知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

弓削町

越智郡弓削町下弓削２１０番地

代表者 町長 木下良一

越智郡弓削町太田１０１番地

２ 埋立区域

� 位置

越智郡弓削町下弓削２１番２から同１１８番に至る地先公

有水面

� 区域

次の各地点を順次に直線で結んだ線及び１の地点と１６

の地点を結ぶ平成４年の秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

３．４７メートル）における公有水面と陸地との境界線によ

り囲まれた区域

基点（丸山四等三角点）は、北緯３４度１５分０９．２８５３秒

、東経１３３度１２分１４．１３０４秒の地点

１の地点は、基点から真北３３９度３０分０２秒７６６．９７メー

トルの地点

２の地点は、１の地点から真北２１５度００分０２秒１０４．８０

メートルの地点

２１の地点は、２の地点から真北３０５度３０分０２秒１１７．６０

メートルの地点

２０の地点は、２１の地点から真北４１度００分０２秒８１．７６メ

ートルの地点

１９の地点は、２０の地点から真北４０度３０分０２秒８．５４メー

トルの地点

１８の地点は、１９の地点から真北３５度００分０２秒６．２４メー

トルの地点

１７の地点は、１８の地点から真北２５度３０分０２秒２．５９メー

トルの地点

１６の地点は、１７の地点から真北２５度００分０２秒２４．８４メ

ートルの地点

	 面積

１３，６９３．６１平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成５年７月９日 愛媛県指令港第２５０号

４ しゅん功認可年月日

平成１５年４月８日

�������
�愛媛県告示第８９０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、弓削町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１５年４月８日

弓削港湾管理者 愛媛県

代表者 知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸守行

松山市北持田町１２２番地

２ 埋立区域

� 位置

越智郡弓削町下弓削２１番２から同１１８番に至る地先公

有水面

� 区域

愛 媛 県 報平成１５年４月８日 第１４４６号
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次の各地点を順次に直線で結んだ線及び１の地点と６

の地点を結ぶ平成４年の秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

３．４７メートル）における公有水面と岳ノ下防波堤との境

界線により囲まれた区域

基点（丸山四等三角点）は、北緯３４度１５分０９．２８５３秒

、東経１３３度１２分１４．１３０４秒の地点

１の地点は、基点から真北３３１度００分０２秒６６９．９７メー

トルの地点

７の地点は、１の地点から真北３１１度００分０２秒１４９．５０

メートルの地点

８の地点は、７の地点から真北４１度００分０２秒４０．００メ

ートルの地点

４の地点は、８の地点から真北１３１度００分０２秒１１７．６０

メートルの地点

５の地点は、４の地点から真北３５度３０分０２秒１０４．８０メ

ートルの地点

６の地点は、５の地点から真北１３１度３０分０２秒０．３０メ

ートルの地点

	 面積

６，８３１．３１平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成５年７月９日 愛媛県指令港第２４９号

４ しゅん功認可年月日

平成１５年４月８日

�������
�愛媛県告示第８９１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、上浦町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

上浦町

越智郡上浦町大字井口６６０５番地

代表者 町長 小野 功

越智郡上浦町大字甘崎１５９０番地

２ 埋立区域

� 位置

越智郡上浦町大字盛２７８６番地先から同３８５２番地先まで

の公有水面

� 区域

次の１点から８点までを順次直線で結んだ線並びに８

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

３．８４メートル）の陸と公有水面と接する線により囲まれ

た区域

基点（盛四等三角点）は、北緯３４度１７分４１．００４７秒、

東経１３３度０１分３３．５８２０秒の地点

１点は、基点から真北１４０度０４分０１秒２２３．５０メートル

の地点

２点は、１点から真北５４度２６分１８秒３１．８５メートルの

地点

３点は、２点から真北１３１度２６分２６秒７０．５８メートル

の地点

４点は、３点から真北４１度２４分１４秒４７．０３メートルの

地点

５点は、４点から真北１３１度３２分５６秒５６．１４メートル

の地点

６点は、５点から真北４１度２３分５５秒３．１２メートルの地

点

７点は、６点から真北１３１度３９分１８秒１９．９５メートル

の地点

８点は、７点から真北２２１度２９分１１秒８７．８４メートル

の地点

	 面積

８，９１５．５９平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成９年９月２５日 愛媛県指令河第４３６号

４ しゅん功認可年月日

平成１５年４月８日

�愛媛県告示第８９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 北条玉川線
北条市庄府字山ノ神甲６８７番地先から

同市庄府字山ノ上甲６０９番８まで

旧 ２１．７～４７．７ ０．０５５

新 １３．８～４７．７ ０．０５５

愛 媛 県 報平成１５年４月８日 第１４４６号
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その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 北条玉川線
北条市庄府字松影ヶ乙２５３番１６地先から

同市庄府字山ノ神甲５７２番４まで
平成１５年４月８日

〃 〃
北条市庄府字山ノ神甲６８７番地先から

同市庄府字山ノ上甲６０９番８まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線
新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番７２から

同字３４４番７９まで

旧 ５．０～２４．５ ０．３０３

新 １１．４～２４．５ ０．３０３

〃 〃 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番７９
旧 ４．６～１１．８ ０．０８８

新 ４．６～１１．８
９．２～１２．３

０．０８８
０．０８１

〃 〃
新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番７９から

同字３４４番８４まで

旧 ８．８～２３．９ ０．２８９

新 １０．０～２７．４ ０．２８９

〃 〃 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番８４
旧 ９．７～１５．７ ０．０４８

新 ９．７～１５．７
１２．９～１３．６

０．０４８
０．０４９

〃 〃
新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番８４から

同字３４４番８５まで

旧 ８．０～３２．８ ０．２１０

新 １２．５～３５．４ ０．２１０

〃 〃 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番８５
旧 １１．７～２０．４ ０．０５０

新 １１．７～２０．４
９．４～１４．１

０．０５０
０．０５８

〃 〃
新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番８５から

同字３４４番１５まで

旧 １３．１～２５．７ ０．４８１

新 １４．７～３２．４ ０．４８１

愛 媛 県 報平成１５年４月８日 第１４４６号
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�愛媛県告示第８９７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第１項の

規定に基づき、次のとおり包括外部監査契約を締結した。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所

眞鍋 清

松山市歩行町二丁目６番地３

２ 包括外部監査契約の期間の始期

平成１５年４月１日

３ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要す

る費用の額の算定方法及び支払方法

� 費用の額の算定方法

基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算

� 費用の支払方法

執務費用及び実費に相当する額の範囲内における概算

払並びに監査の結果に関する報告に基づく支払

�愛媛県告示第８９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１５年４月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大島環状線

越智郡吉海町大字幸新田４５５番地先から
同大字３２８番１地先まで

及 び
越智郡吉海町大字幸新田４５５番地先から
同大字３９３番２地先まで

旧
３．６～１２．６

１５．４～４３．２

０．２７３

０．２１１

越智郡吉海町大字幸新田４５５番地先から

同大字３２８番１地先まで
新 ７．０～４３．２ ０．３２１

〃 〃
越智郡宮窪町大字余所国５８９番３地先から

同大字５４９番地先まで

旧 ７．０～９．２
１１．２～１５．０

０．０４１
０．０３６

新 １０．４～１５．０ ０．０３６

〃 名駒友浦線
越智郡宮窪町大字友浦４８番１地先から

同大字２番２地先まで

旧 ４．６～７．０
９．２～１３．６

０．１８９
０．１６７

新 ９．２～１３．６ ０．１６７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大島環状線
越智郡吉海町大字幸新田４５７番地先から

同大字３９３番２地先まで
平成１５年４月８日

〃 〃
越智郡宮窪町大字余所国５８９番３地先から

同大字５４９番地先まで
〃

〃 名駒友浦線 越智郡吉海町大字名２１９９番１地先 〃

愛 媛 県 報平成１５年４月８日 第１４４６号
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任 免 辞 令

�監査事務局定年退職
平成１５年３月３１日定年退職

愛媛県監査委員書記 森 田 逸 雄

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１５年３月２８日
特定非営利活動法人
ワーカーズ・コレクティブひ
と

鴻 上 千恵美 新居浜市西喜光地町８番１号
本会は、地域社会において、会員の有する
個人資源を自ら組織し、その生活技術や技
能を発揮し役立てることにより、参加型福
祉・医療・保健の社会化及びまちづくりを
推進する。
２ 本会は、愛媛県に在住する不特定かつ
多数の子供・高齢者・障害者等に対する多
様な生活支援サービスを非営利市民事業を
もって提供し、地域福祉の向上に寄与する
。
３ 本会は、相互扶助の精神に基づいた自
己決定・自己管理の働き方の社会化、また
男女共同参画社会の形成に寄与する。

愛 媛 県 報平成１５年４月８日 第１４４６号
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